
































































































































































































































































































































































































































































42 澤口 実・近澤 諒「米国におけるヴァーチャル総会増加とわが国における適否」商事法務2140号34頁（2017年）
43 大杉・前掲（注37）103頁では、取締役会の権限でハイブリッド型総会の採用を決定することができるので、定款
の手当ては不要とする。北村・前掲（注５）13頁も同様。
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３．２ 商法シンポジウム報告
３．２．１ 報告者の立論
報告者の立論で問題と思われるのは日本におけるハイブリッド型総会の取扱いである。
ハイブリッド型総会は現行会社法のもとでも開催可能との通説の見解を踏またうえで、ハイブリ
ッド型総会の運営について通説とは異なる立論をされておられる。具体的には、オンライン参加す
る株主は総会に出席していると捉えているのにも拘わらず、オンライン参加する株主の権利につい
て制約する提案をされている。これは重要な論点であるので、以下その説明部分を以下のとおり引
用する。
「ハイブリッド型の場合、物理的な「議場」への参加とオンライン参加の選択権が株主にある以上、
オンライン参加の株主は、質問が取締役に選別されることがあらかじめ了解した上で参加すること
にすれば・・・、取締役によるオンライン参加株主の質問の選別を問題視する必要はない」。「さらに突き
詰めれば、質問権、議事運営に関する動議の提出権、および議案に対する修正動議の提出権は、オ
ンライン参加者には認めないこととすることも可能とすべき・・・ではないか」44と、株主権の制約に意
欲的である45。
この考え方の根拠とするものは、株主が物理的に開催される株主総会に出席することができる権
利が保障されているのに、あえてオンライン参加を選択する。つまるところ、株主は物理的に総会
に参加できる権利を放棄しているのだから、会社は取締役会の決議によってオンライン参加する株
主を差別的に取り扱うことは許される46という論理である。
３．２．２ 立論についての若干の考察
上記立論を行うにあたって、報告資料では電子株主総会についてアメリカのみならず、イギリス、
ドイツについても簡単ではあるが紹介されている。何れの国においても、オンライン参加する株主
の権利を制約できるとするところは一切ないが、日本のハイブリッド型総会を論じるところで、唐
突に株主権の制約を論じようとしている。
なぜこのような論理を試みたのだろうか。立論にあたっての疑問点を以下論じてみたい。
その第１の疑問点は、日本においても現行の会社法においてハイブリット型総会の開催は可能と
いう通説の考えに抵抗がないことである。
第２に、電子株主総会は誰のために、何のために開催されるのかの視点である。確かに、株主総
会で株主が会社の経営者と直接対面して、議論を交わすことの大切さは現在も変わりはない。しか
44 北村・前掲（注５）12頁
45 傍点は筆者
46 木村・前掲（注５）12-13頁
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し、現実の株主総会を見て分かるとおり、会場にいるということ自体はそれほど重要なものではな
い。伝統的な総会を前提において、会場出席がメインで、オンライン参加がサブだという発想は、
電子株主総会を考えるうえで危険である。そして、株主には単に議決権を付与すればすむという話
ではない。株主総会は会社の経営者と株主とがそれなりの緊張関係のもとで議事が進行するもので
なければならないはずである。会社に一方的に有利なルールは認められない。そうなると、株主に
認められる種々の権利を無視することはできなくなる。出席扱いとなる以上、オンライン参加の株
主に質問権を認めないというわけにはいかないであろう。
このように考えると、どのような参加形態であれ、議長の議事整理権のもとで株主平等の原則を
考える必要がある。立論は株主による権利放棄と整理するが、原点に戻って考えれば、会社による
株主権の不当な制約になる。
第３に、暗黙裡に、ハイブリッド型総会を考えて、さらにヴァーチャルオンリー型株主総会を考
えていると思われる。そうではなく、デジタル時代の電子株主総会を考えるには、最もシンプルな
ヴァーチャルオンリー型総会をイメージして、そのうえで、混合型のハイブリッド型総会を考える
べきではないのかということである。その後先の順番を変えてしまうと、本質が見落とされること
を危惧する。そうしないと、ITの進歩、進化に合わせた電子株主総会を考える意味合いが薄弱にな
ると考えるからである。
第４に、現実的な問題として、機関投資家は株主権の縮減となるこのような立論を認めないであ
ろう。それだけかえって立論は現実的でない。
４ おわりに
本稿では、2018年に行われた日本私法学会商法シンポジウムにおける北村教授の報告に刺激を得
て、アメリカにおける電子株主総会の現状と日本への影響を考えてみた。
アメリカの電子株主総会の検討からわかることは、第１に、ハイブリッド型総会であれヴァーチ
ャルオンリー型総会であれ、それを認める場合には会社法の手当てがなされていることである。第
２に、ハイブリッド型総会であれヴァーチャルオンリー型総会であれ、オンライ参加する株主の権
利、取扱いについては差異がないということである。
このことから、日本での電子株主総会を考える場合には、以下の視点で検討する必要があるので
はないかと考える。
第１に、会社法施行規則以外に会社法の具体的な規定がない以上、日本の会社法では、ハイブリ
ッド型総会もヴァーチャルオンリー型総会もまだ認められないというスタート地点に立つべきであ
る。第２に、まずは最もシンプルなヴァーチャルオンリー型総会から考えていき、そのうえで、ハ
イブリッド型総会の運営を考えるべきである。それは株主総会の原点に戻る必要があるからであ
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る。第３に、株主総会は理論と実践の場であり、電子株主総会を考えるにあたっては、理論だけで
はなく、株主総会の実態と実務を踏まえた検討が求められる。それで初めて、会議体としての株主
総会を考えることになる。
日本とアメリカの会社では株主構成と会社機関の権限等、諸事情が異なるものの、日本において
もデジタル時代の電子株主総会を検討する価値はこれまでよりも高まっているといえる。
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